武庫川学院立学の精神に立脚した全人的教職実践力の形成とその質保証システムの再構築実践力の形成とその質保証システムの再構築―我が国近年の教師教育改革施策の動向と課程認定大学の対応課題― by 前原 健三 & Kenzo Maehara
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申を受けて、翌年の平成 28 年 1 月 25 日には、文部科学大臣決定として、『「次世代の学
校・地域」創生プラン～学校と地域の一体改革による地域創生～』5）が出された。この馳
プランの趣旨は、一億総活躍社会の実現と地方創生の推進のため、学校と地域が一体と










一部を改正する法律」7）が、平成 28 年 11 月 28 日法律第 87 号をもって公布された。具体
的には、教員採用試験の共通化や、教員養成系大学、教育委員会などが構成員となり、教
員育成指標などを検討する「教員育成協議会
4 4 4 4 4 4 4
（仮称）」の設置を義務化する。こうした改革
を通じて「学び続ける教員像
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なった。従来の「教育実習」の 5 単位のうち 2 単位をインターンシップに充てられる。
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改正する法律」が、平成 28 年 11 月 28 日法律第 87 号をもって公布された 7）。本法案の
国会における審議・可決・公布と併行して、「教職課程で共通的に身につけるべき最低限
の学修内容について検討することを目的とする」教職課程コアカリキュラムの在り方に関
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4 4 4 4 4 4
及び教員養成改革
4 4 4 4 4 4
の施策動向を
踏まえつつ、両改革施策への対応につき、本学の事例に焦点を当てて考察する。ただ、平












等について振り返っておきたい。本学では、平成 20 年 12 月 13 日の教職課程認定大学実
地視察 14）及び平成 22 年度入学生から適用された「教職実践演習」申請 15）手続きを経由
し、本学における教員養成＝教職課程教育の質保証システムの構築へ向けて、全学的な視










4 4 4 4 4
（セメスターごとの到達目標を含む）④中高及
び栄養教諭教職課程修了に必要な資質能力とその確認指標
4 4 4 4
 ⑤教職課程電子履修カルテ





4 4 4 4
（各年度編）⑧教職
課程シラバス点検用チェックリスト
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2018（平成 30）年春ころ（約 1 万 6 千人）で、2021（平成 33）年頃から急減する。ただし、
東北（北部）・九州（南部と沖縄）では 2020（平成 32）年以後も増加する県や地域がある。中
学校は 2020 年春ころ（約 9 千人）にピークを迎え、大都市部で減少に転じる。」17）と推計さ
れている。
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の教員養成・免許制度の在り方について」（平成 18 年 7 月 11 日）②「教職生活の全体を
通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について」（平成 24 年 8 月 28 日）③「これか
らの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」（平成 27 年 12 月 21 日）等である。
また、教育再生実行会議提言においても、例えば④教育再生実行会議第五次提言「今後
の学制等の在り方について」（平成 26 年 7 月 3 日）⑤同会議第七次提言「これからの時代
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これに対して、このたびの『校長及び教員としての資質の向上に関する「指標」策定に
関する「指針」22）』は校長・教員の職能成長過程


































4 4 4 4
について、明記されている。その責任主体
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4 4 4 4
及び地方自治体基準























学院創立 80 周年に向けての 5 つの戦略的テーマの第 4 項目に、「地域に根ざし、社会
に貢献できる大学として、そのアイデンティティを確立する」とある。本稿で言及中の教
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員養成問題との関連性で言えば、本学の教員養成のアイデンティティ






















4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を運営する上でもその中核的役割を担うこととなるので、極




4 4 4 4
の視点から見れば、女性教員







（第 4 条第 6 項関係）
ここでいう「特別免許状」とは、教員免許状を持っていないが優れた知識経験等を有す
D09259_69002261_前原健三.indd   42 2017/07/24   10:32:40
― 42 ― ― 43 ―
る社会人等を教員として迎え入れることにより、学校教育の多様化への対応や、その活性
化を図るため、授与権者（＝都道府県教育委員会）の行う教育職員検定により学校種及び教
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課程カリキュラム全体では、A ＋ B で構成されていると考えられる。
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4 4 4 4
」権能を付与されたこととなる。
????????
1 　この法律は、平成 29 年 4 月 1 日から施行するものとすること。ただし、外国語に係る小学
校教諭の特別免許状の創設及び中等教育学校の教員の免許状に関する経過措置の改正に係る改
正規定については公布日から、独立行政法人教職員支援機構への事務の移管に係る改正規定に
ついては平成 30 年 4 月 1 日から、免許状の取得に必要な最低単位数に係る科目区分の統合に
係る改正規定については平成 31 年 4 月 1 日から施行するものとすること。（改正法附則第 1
条）
ここでは、「通知」に示された改正事項につき、その施行期日が規定されている。「この
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法律」とは、言うまでもなく「教育公務員特例法等の一部を改正する法律」を意味する





28 年 11 月 28 日である。
②「独立行政法人教職員支援機構への事務の移管に係る改正規定」については、「平成 30 年 4 月
1 日から」とされている。
③「免許状の取得に必要な最低単位数に係る科目区分の統合に係る改正規定」については、「平




規定」の施行期日が、「平成 31 年 4 月 1 日から」とされていることには、注意すべき点
である。それは、「平成 31 年 4 月 1 日から」という施行期日は、新しい教員免許法に基
づく新しい教職課程が新しくスタートする期日を意味しており、そのためには、逆算する
と平成 30 年度中に課程認定されておく必要があり、さらにそのためには、平成 29 年度
中に文部科学省の事前相談
4 4 4 4
を受けておく必要があることを意味している。平成 29 年度中
（10 月下旬～ 2 月）に文部科学省の事前相談を受けておくためには、平成 29 年度の 7 ～ 8
月と予想されている文部科学省による新課程認定説明会
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上記の条文において、「同条第一項に規定する指針」とは、『校長及び教員としての資質







平成 29 年 1 月 17 日に行われた教員養成部会（第 95 回）配付資料 34）によれば、その「資
料 3 － 3」に、下記の自治体による「教員育成指標の例








上記第二条の第 2 項おいては、「2 文部科学大臣は、前項の規定により指針を定めたと







3 　この法律の施行に関し必要な経過措置等を定めること。（改正法附則第 3 条から第 12 条まで
及び改正法附則第 16 条関係）
改正法附則第 3 条から第 12 条とは、以下の事項に係る内容である。
①第 3 条・第 4 条は、教育職員免許法の一部改正に伴う準備行為に関する経過措置である。
②第 5 条・第 6 条は、教育職員免許法の一部改正に伴う経過措置である。






4 　その他関係法律について所要の改正等を行うこと。（改正法附則第 13 条から第 15 条まで関
係）
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4 4 4 4 4 4
が可能となる。そこで、同規則の
内容と併せて、別途通知する旨、規定されている。同法施行規則が提示される期日につい
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ては明記されていないが、平成 29 年 7 ～ 8 月に課程認定説明会が文部科学省からなさ













この附則は、上記1の 1 及び2の 1 と同様の主旨である。独立行政法人教員研修セン
ター法及び独立行政法人教職員支援機構法の一部改正に係る留意事項については、同法関
連省令の整備の際に、その内容等と併せて別途通知する予定であることが示されている。
同法の一部については、平成 30 年 4 月 1 日又は平成 31 年 4 月 1 日とされている。
新しい教職課程については、平成 31 年度 4 月入学生より適用される。このため新課程
の申請は平成 30 年度中とされる。このプロセスを逆算すると、平成 29 年の 6 月までに
施行規則の改正が示され、同改正規則を反映した課程認定審査基準が 7 ～ 8 月にかけて
提示される見込みとなる。併せて同年 6 月頃までに、「教職に関する科目のコアカリキュ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ラム
4 4
」が確定され、7 月～ 8 月にかけて文部科学省による説明会が地域ブロックごとに実
施されるものと予想される。




ついては、平成 29 年 2 月の時点では確認し難い状況にある。
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4 4 4 4 4 4
と教員養成
4 4 4 4
（教職課程





議会では、平成 20 年 12 月 24 日の第 67 回総会において、『学士課程教育の構築に向け
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用に関するガイドライン』（平成 28 年 3 月 31 日中央教育審議会大学分科会大学教育部会） p.3 より
? ???????????????????????????????
本学では、上記のような我が国高等教育をめぐる改革推進状況に鑑みて、平成 26 年 7
月 9 日付けの学長の指示により、「カリキュラム・マップ」作成を全学的に作成すること
となった 40）。「カリキュラム・マップ」作成に際して、その作成主体











一方、我が国の教員養成施策に目を転じると、平成 26 年 7 月 30 日に開催された教員
養成部会で教育職員免許法施行規則の改正案が提案され（第 22 条の 6 の新設）、その施行
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2　前項の規定による情報の公表は、適切な体制を整えた上で、刊行物への掲載、インター
ネットの利用その他広く周知を図ることができる方法によって行うものとする。
つまり、上記省令改正案の第 22 条の 6 が、平成 27 年 4 月 1 日付で効力を有すること
となると、全国の教職課程を有する大学では、平成 26 年度中に上記情報の公表に向けて
事前準備を行う必要性が認められる状況にあった 43）。









ためのカリキュラムを体系化することなどが、教育職員免許法施行規則第 22 条の 4 及び
5 において努力義務
4 4 4 4
として規定されていたからである 44）。
加えて、上記努力義務
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4 4 4 4 4
」に準拠する「カリキュラム・マップ」論の立場と
の調整・関連付け等については、その策定作業を通して十分に深めることはできなかった






4 4 4 4
を乗り越えることが期待される47）。
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いは統合化を深めた教職課程カリキュラムの創造的編成が期待されることを述べた。




取組について、その原案（作成者は筆者）を紹介する。平成 27 年度 本学教員養成の理念・
目標・カリキュラム・ポリシーについては、以下のような原案が提案され、承認された


























4 4 4 4
という
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立脚した全人的教職実践力を体した教員を育成することができるのだろうか。この問いへ



































4 4 4 4 4
として捉えるとき、単に教員免許状の授与要件証明機能
4 4 4 4 4 4 4 4
としてではなく、当該
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④　同時に、2014 年 7 月 30 日開催の中教審教員養成部会で教育職員免許法施行規則の改正が提
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4 4 4 4 4 4 4 4
のイメージか
ら学び、その教職課程プログラムに反映します。
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目」が学位プログラムに組み入れられず、単位的に 20 単位まで（短大の場合 10 単位まで）卒業
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   【Ｃ】教育の基礎理論に関する科目 
【Ａ】 
教科専門 
学 力 の 
保    証 
    ↑↓ 
学士課程 
教 育 力 
の 保 証 
学 士 課 程 
教 育 科 目 





      教職への志      
↓ 教育愛・教職倫理 ↓ 
         
【Ｃ】 
教育課程及び指導法




に 関 す る 科 目 
   → 
教科学力 
  ＋ 
授 業 力 












    教職実践演習 
























↥ 初等中等教職課程を認定されている学部・学科(学士課程)及び大学院研究科各専攻(修士課程) ＋ 共通教育課程 ↥ 
 




  立学の精神に立脚した全人的教職実践力の体系化とその質保証システムの構築(資料１)  
― 学士課程⇔中高・栄教・教職課程教育の統合的機能連携体制を基盤に据える―  
                               
１．学院教育理念に立脚した＜全人的教職実践力＞を体し、時代の要請に応え得る優れた資質・能力を有する中高教諭・栄養教諭を養成する。 
２．一般的な意味での＜教職実践力＞とは、中央教育審議会答申等に示されているように、①教職への明確な志を有し、教職倫理観に支えられた教育愛を実践で 
  きる力 ②社会生活及び職場において、人々と信頼関係を創出する社会的対人関係能力 ③(幼児・児童・)生徒個々の発達段階に即した生徒理解に基づく学 
級経営力 ④高い専門教科学力に基づく授業実践力によって統合的に構成され、学校現場において教員として最小限必要とされる＜資質能力の総体＞である 






  に把握し、堅実な指導を全学組織的に遂行する必要がある。このため、平成 23年度以降「中高・栄教教職課程履修カルテ・システム」を MUSESにて稼働す 
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取組を進めつつ教科等の一定の分野について学問的な幅広い知識
4 4 4 4 4 4 4 4 4
や深い理解






























4 4 4 4 4 4 4 4 4
や深い理解








4 4 4 4 4 4 4
”のではなく、当該専
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4 4 4 4
に資する実践的な科目










記⒜及び⒝についての要請は、直近では、平成 24 年 8 月 28 日の中教審答申『教職
生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について（答申）63）』に見られ















4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、いわゆる一般大学（大学院研究科修士課程専攻等）にお
いて、上記以外にどのような手だてが考えられるのか検討課題を提起する。
実は、平成 24 年 8 月 28 日の上記中教審答申『教職生活の全体を通じた教員の資質
能力の総合的な向上方策について 20）』以降においても、大学院における高度な教員養
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フィールドとする実践的活動を行うものなどが考えられる。
○　単位数については、上記のような実践的指導力を育成できる内容とするためには一定程































をつなぐ 4 から 6 単位分の実践的科目は、・主体的に学校教育活動に参画するインターン
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10 日間～ 20 日間（通年または半年の週 1 回程度に分散した　　
インターンシップ又は数週間程度の集中的なインターンシップ）
2～4
※　インターンシップについては、1 年次の後期から 2 年次の前期にかけて行うことも考えられる。
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???????????
1）　この資料は、本学学生部編集によるものであり、日下晃学院長より本学教育に関する訓示を














的課題―」（武庫川女子大学大学院教育学研究論集 第 2 号 2007 年 所収）において基礎理論とし
たホリステック教育学に基づき“holisitic”という形容詞を試訳的に用いた。
2）　中央教育審議会では平成 27 年 12 月 21 日の第 104 回総会において、『新しい時代の教育や地
方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策について（答申）（中
教審 186 号）』を取りまとめた。http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/toushin.htm
3）　中央教育審議会中央教育審議会では平成 27 年 12 月 21 日の第 104 回総会において、『チーム
としての学校の在り方と今後の改善方策について（答申）（中教審第 185 号）』を取りまとめた。
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1365657.htm
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められており、同時に FD 並びに SD での重要なテーマとなりつつある。しかし、教職課程担
当者に求められる「アクティブ・ラーニング」活用力と類似しているものの混同されてはなら
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別支援学校］」という 1 単位（1 週間）の選択科目が開設され、また他学科教職課程に「特別支援
学校参加実習」という 1 単位の選択科目（1 週間）が開設されている。開講期については、前者
が大学 2 年次特別学期で、後者が大学 1 ～ 2 年次特別学期となっている。改善点として、前者
については開講期を 1 ～ 4 年次の適切な時期に開講することと、その校種についても複数化
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10）　平成 28 年 8 月 2 日初等中等教育局長決定「教職課程コアカリキュラムの在り方に関する検
討会設置要項」参照。「1．検討会の目的」では、以下のように規定されている。「中央教育審
議会答申「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について～学び合い、高め合う教
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le/2017/02/03/1381789_03_1.pdf
12）　文部科学省による「平成 28 年度教職課程認定申請に関する事務担当者説明会」が、平成 28
年 12 月 9 日に昭和女子大学にて開催され、制度改正等、教育職員免許法改正に伴う再課程認
定、次期学習指導要領に向けた英語教育に関するコアカリキュラム等、教職課程認定基準の改
正、教職課程認定申請手続に係る留意事項について説明がなされた。なお現行制度について




14）　教職課程認定大学等実地視察は、教職課程認定大学実地視察規程（平成 13 年 7 月 19 日教員





題等については、阪神教協リポート NO.33 pp.70～82 に、拙稿「平成 20 年度課程認定大学実
地視察に係る経過報告とその後の諸課題―武庫川女子大学からの報告―」が掲載されている。
その後平成 26 年度まで 7 年間に亙って、指摘事項




15）　平成 22 年度入学生より実施された「教職実践演習」は、平成 18 年の中教審答申『今後の教
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科省有識者会議発表資料 平成 28 年 9 月 13 日）国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校
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として捉える認識
が根本的に欠落していることによるものと考えられる。従って、資格付与機能
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察される。ところが、かかる組織化をリードすることが期待される 40 代から 60 代の教員層
は、教員養成冬の時代
4 4 4 4 4 4 4 4
の学生層であるため、同窓会世代間交流
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し実践するか、その具体的な対応力が問われているように思われる。また、平成 29 年 3 月 26
日の讀賣新聞朝刊によれば、「今年度の小学校教員の採用試験で、実用英語技能検定（英検）
や英語力テストの TOEIC などで一定の英語力が認められた受験者に加点などの優遇措置を




都道府県と 20 政令市、1 地区を対象に採用試験の実施方法などを尋ねている。それによると、
福島県や静岡県、大阪府、長崎県など 26 教委は英検や TOEIC などの結果が一定水準の受験者
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開放制）」とはせず、一定の基準（定員 30 ～ 50 名などの）
を設けて「教職専修
4 4 4 4
コース（仮称）」を設定すること（いわば合目的的











37）　「将来像答申」とは、平成 17 年 1 月 28 日の中教審答申『我が国の高等教育の将来像』を指
す。
38）　中央教育審議会『新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主





成 29 年 4 月 1 日施行の改正学校教育法施行規則（第 165 条の 2 及び第 172 条の 2）にて義務
づけられた。「三つのポリシー」の策定方法については、平成 28 年 3 月 31 日中央教育審議会
大学分科会大学教育部会より、ガイドラインが公表された。ただ、この「三つのポリシー」の
策定とその運用・活用を巡る考え方については、例えば、大学評価学会シリーズ「大学評価を
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開を平成 29 年 4 月 1 日より学校教育法施行規則上、義務付けられるという見通しにより、上








川正吉著 2006  『大学教育の思想―学士課程教育のデザイン―』東信堂 ⑤カール・ノイマン著 










































4 4 4 4
を果たすとともに、その教育の質を向上させる観点から、公表すべ
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き情報を法令上明確にし、教育情報の一層の公表を促進するため、すでに平成 22 年 6 月 15 日
に行われた学校教育法施行規則の改正により、平成 23 年 4 月 1 日から、各大学等において教
育情報の公表を行う必要がある項目が明確化されていたということである。
44）　このことは、平成 27 年度及び同 28 年度の本学履修便覧により、確認できる。平成 28 年度
の本学履修便覧の場合、pp.216 ～ 249 を参照されたい。中高・栄教教職課程については、①平
成 20 年度の実地視察への準備（平成 20 年 5 月より）、②教職実践演習の申請（平成 21 年 10
月）、③中高保健体育教職課程の再課程認定申請（平成 22 年に申請し、翌年 4 月入学生より適
用）、④教職課程質保証に係る努力義務（「教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令（平
成 20 年文部科学省令第 34 号）」が平成 20 年 11 月 12 日に公布され、平成 21 年 4 月 1 日から
施行された。） ⑤教員養成の状況についての情報公表（平成 27 年 4 月より）等々、一連の経緯の
中で、その個別事項について大学として堅実に対応してきたことの証左と言える。
　なお、上記④の教職課程質保証に係る努力義務
4 4 4 4
については、具体的には以下の二項が挙げら
れていた。教職指導の努力義務化




第 22 条の 4）」。さらに教育実習の円滑な実施の努力義務化




















46）　平成 27 年度入学生用『履修便覧（文学部）』については、pp.224 ～ 245 を参照のこと。なお
『履修便覧』は学部ごとに編集されているので、掲載箇所は学部ごとに異なることに注意。
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体についてはもちろん全面的に賛同する者である。筆者がさらに探求したいと願うのは、この
教育推進宣言と「立学の精神」及び「教育綱領」「教育目的」との相互関連性




























て」76 頁～ 78 貢に収録されている「全人教育の充実振興」がある。筆者は、本間源一郎副学
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4 4 4 4 4
システム
4 4 4 4
＞を構築することと、深く連動することとなる。
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63）　平成 24 年 8 月 28 日 中央教育審議会『教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な




①平成 9 年 7 月 教育職員養成審議会第 1 次答申『新たな時代に向けた教員養成の改善方策に
ついて』
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/old_chukyo/old_shokuin_index/toushin/1315369.htm
②平成 10 年 10 月 29 日 教育職員養成審議会第 2 次答申『修士課程を積極的に活用した教員養
成の在り方について―現職教員の再教育の推進―』
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/old_chukyo/old_shokuin_index/toushin/1315375.htm
③平成 11 年 12 月 10 日 教育職員養成審議第 3 次答申『養成と採用・研修との連携の円滑化に
ついて』http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/old_chukyo/old_shokuin_index/toushin/1315385.htm
④平成 18 年 7 月 11 日 中央教育審議会『今後の教員養成・免許制度の在り方について』
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65）　文部科学省では、平成 24 年 9 月、初等中等教育局長及び高等教育局長の下に「教員の資質
能力向上に係る当面の改善方策の実施に向けた協力者会議」を設置し、検討を重ね、その報告
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設科目（現行制度で言えば「教科又は教職に関する科目（24 単位）」、新免許法で言えば「大学が




4 4 4 4 4 4 4 4
開講される傾向が強い。従って、学部段階での教職課程科目の開設状況
以上に、その開講目的や授業内容・方法等々を専修免許課程として厳密に吟味することなく
4 4 4 4 4 4 4 4
、
学術的に高度な大学院修士課程科目として開講され続けることが予想される。













会年報』第 25 号 2016 年 pp.16 ～ 25 等を参照。また、国立大学の立場からみた教員養成につ
いては、和泉研二 『山口大学の教員養成改革 第 5 回：教職センターの設置を軸とした全学教職
課程の改革～全学センターの果たす役割への期待～』及び同前『山口大学の教員養成改革 第 3
回：実践的指導力の育成・強化を図るカリキュラムへの転換とその充実に向けて～学部及び既
存修士課程における新たな試み～』等を参照のこと。前者は、SYNAPS 2017 2・3 月号 vol.55 
pp.36 ～ 43 に、後者は SYNAPS 2016 10・11 月号 vol.53 pp.43 ～ 45 に掲載されている。
68）　上記注 67）にて記したように、本学では開設そのものが危惧される「教職実践研究（仮称）」
「インターンシップ」等の科目に、学院教育理念の創造的再生機能
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システム












① TEES 研究会編 2001 『「大学における教員養成」の歴史的研究―戦後「教育学部」史研究
―』学文社
② 船寄俊雄編著 2014 『教員養成・教師論』日本図書センター［辻本雅史監修「論集 現代日本
の教育史 2」］
③ 林泰成・山名淳他編著 2014 『教員養成を哲学する―教育哲学に何ができるか―』東信堂
④ 渡邉満・K．ノイマン編著 2010  『日本とドイツの教師教育改革―未来のための教師をどう
育てるか』東信堂
⑤ L．ヴェガー・山名淳・藤井佳世編著 2014 『人間形成と承認―教育哲学の新たな展開―』北
大路書房
⑥ 河上婦志子著 2014 『二十世紀の女性教師―周辺化圧力に抗して―』御茶の水書房
⑦ 横須賀薫著 2010 『新版 教師養成教育の探究』春風社 
⑧ 遠藤孝夫・福島裕敏編著 2007 『教員養成学の誕生―弘前大学教育学部の挑戦―』東信堂





※インターネット資料については、平成 29 年 2 月に全て所在を確認した。
※本稿脱稿後、平成 29 年 3 月 27 日（月）に開催された第 4 回教職課程コアカリキュラムの在り
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方に関する検討会において、資料 2-2「各事項に係るコアカリキュラム（案）」他、関連する
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